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日本産婦人科医会 記者懇談会の歴史

第１回（2007年6月13日）

「お産の安全神話と産婦人科医療を取り巻く現状について」

第100回（2016年7月27日）

「日本産婦人科医会の挑戦」

第200回（2025年10月15日）

「日本の周産期医療体制の現状とその存続における課題、少子化対策、将

来展望」

★過去の記者懇談会資料はホームページにて全て掲載
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発表のまとめ（１）

わが国の少子高齢化に歯止めがかかりません。

2040年には高齢人口がピーク迎え、人口は一気に減少していきます。少

子化は予想よりも12年早まっています。2024年の出生数は過去最低の

686,061人、合計特殊出生率1.15 、婚姻数は485,063で前年より約１万

組増加、婚姻率は4.0でしたが、出生数の減少は加速されるでしょう。

晩婚化・未婚化が少子化に拍車をかけています。

少子化を食い止め反転させるための特効薬はありません。出生数が減少

する中でも、分娩施設の確保は少子化対策の要であります。
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発表のまとめ（２）

菅元首相が、2023年3月10日（TBSテレビ）、3月23日（那覇市での記者質
問）で、少子化対策を巡り、「出産費用を保険適用とし、（それ以外の）個人負担
分を（国が）支援する方が現実的ではないか」との考えを打ち出しました。

岸田元首相が、6月13日、「費用の見える化」を進め、多様なサービスを皆様
が選べる環境を整えながら、第2ステップとして2026年度からの「出産費用の保
険適用」などを進めます」と発言されました。

報道されている保険化の利点は大きく分けて３つあるとされました。

（１）分娩における妊婦の経済的負担を減少させ、少子化対策となる。

（２）全国一律のサービスが定額で保証される。

（３）分娩費の上昇を抑制できる。
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発表のまとめ（３）

しかし、保険化が少子化対策になるのか疑問があります。

（１） 給付が保険財源から行われる限り同じ財源から給付される出産育

児一時金の減額または廃止が予想され、妊婦の負担減少にはつ

ながらないのではないか。

（２） サービスが一律で行われることは医療機関の減収につながり、サー

ビスの低下、医療安全への投資の減少が起きるのではないか。

（３） ほとんどの医療機関で経営のための適切な分娩費用が定められて

おり、それを抑制するのであれば産科医療機関の分娩からの撤退

に繋がるのではないか。
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発表のまとめ（４）

2024年の骨太の方針が閣議決定され、「居住地によらず安全に分べん

できる周産期医療の確保」が盛り込まれました。2024年6月から約１年間

分娩費用等の保険化についても「妊娠・出産・産後における妊産婦等の

支援策等に関する検討会」で10回議論され、2025年5月に3本の柱がと

りまとめ」られました。

① 費用の見える化を前提として標準的な出産費用の自己負担無償化と

安全で質の高い周産期医療提供体制の確保の両立させる。

② 希望に応じた出産を行うことのできる環境の整備する。

③ 妊娠期、産前・産後に関する支援する。

分娩費用の保険化は少子化対策になるのか？

国には、少子化対策に積極的な諸外国の好事例を分析され、出生数

を増やす対策を建てていただきたいと思います。
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発表のまとめ（５）

日本産婦人科医会（本会）は、妊産婦さんの分娩などの経済的負担軽

減には賛成であります。

しかし、保険による対応には反対します。

国は、少子化対策を謳うのであれば医療保険ではなく、別の財源を考え

るべきであります。しかも、現在、物価高・人件費などの高騰で経営に行き

詰っている機関への早急なる経済的支援をお願います。

本会は、困難な課題ではありますが、産婦人科専門職能団体として少

子化対策として、包括的性教育の推進、プレコンセプションケアの推進、メ

ンタルヘルスケアの推進、特に周産期医療体制の確保などに積極的に協

力してまいる所存であります。
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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人口減少は止まらない
予測よりも速い
労働生産性の低下。国力低下

騎馬戦

肩車

総務省国勢調査：年齢区分別将来人口推計

騎馬戦→ → →肩車戦
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★生産年齢人口：労働力人口のうち15歳～64歳までの年齢層、★★高齢人口：65歳以上

★
★★
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人口減少社会、社会の変化と国の施策
経済活動の衰退、少子高齢社会、就業者が減少するなか、医療・福祉職種のニーズは増加、医療費の増加

〇全世代型社会保障

〇高齢者の活用：健康寿命の延伸

〇女性の活用：男女共同参画社会 （働き方改革）

〇外国人の雇用：移民政策は？ 文化 平等

◎IT革命 AI：産業界が目指す方向
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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未婚化・晩婚化

●未婚化

婚姻数の減少も極めて深刻

2023年は初めて50万組を割り47万組 → 極めて深刻

●晩婚化

晩婚化が進み、第2子、第3子を産みたくて産めない家庭も少なくない

★既婚者への支援は不十分

★未婚者への支援は薄い

2024年 出生数686,061  合計特殊出生率1.15
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国の施策

• 国は「骨太の方針」のなかで、クリーン、DX、地域創生、少子化対策を

取り組むべき重点課題に挙げていた。

• 出生数の大幅な減少、今も将来も国力の低下を憂い、少子化対策を

トップに据え置いていた。菅元首相、岸田元首相の考えは堅い。

→ 分娩費用等の保険化への対応は！！！

• 石破内閣は大臣のころ地方創生を打ち出した。地方人口減に歯止め、

2024年7月に若者の出会い・結婚・出産について若年層参加検討会

設立、少子化対策にどう取り組むか。

• 内閣支持率46％。不支持率30％ → 支持率の低下・政権交代

• 2025年10月 高市自民党総裁は・・・
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出生数と合計特殊出生率
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出生数（人） 合計特殊出生率

1966年 ひのえうま
出生数 1,360,974人
合計特殊出生率 1.58

第2次ベビーブーム(1971～74年）
1973年 出生数 2,091,983人
合計特殊出生率 2.14

1.58

2.14

1.57

1990年
合計特殊出生率 1.57
1.57ショック：村山内閣エ
ンゼルプラン

2005年 出生率＜死亡率」
合計特殊出生率 1.26
小泉内閣：新少子化対策

1.26

2022年 岸田内閣
次元の異なる少子化対策
最低の出生数

770,759人
合計特殊出生率：1.26
婚姻数:47万組

1949年 最高の出生数 2,696.638人
（合計特殊出生率 4.32）出生数 合計特殊出生率

2016年 出生数97万
安倍内閣：一億総活躍

（令和２年版厚生労働白書のデータに追記、人口動態統計）
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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医会 施設情報調査2023より

• 分娩割合の18年間の推移
診療所（3％↓）、病院（10％ ↓）、地域（7％↑）、総合（5％ ↑）

• 診療所の分娩割合は，中京圏と九州で高く，首都圏，大阪周辺，北海
道・東北で低く，全国一律ではない．
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都道府県における施設毎の分娩取扱割合

総合 地域 一般 診療所
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医療レベル

日本は、診療所の分娩を中心とする小規模分散型の医療提供体制で、

一次の産科診療所など、二次の病院・三次の周産期母子医療センターの機

能分担と強固な連携システムを構築し、諸外国と比較し、最も安全なレベル

の周産期医療を提供している。また、これらを維持するため、相応の資金を

投入し。諸外国とは比較にならない高いレベルの医療安全管理を行なってい

る．

厚生労働省人口動態統計2022年より作成

フランス
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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産科診療所の特別調査 －経営状況（医療法人） 
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日本産婦人科医会・日本医師会総合政策研究機構により調査（調査時期：2024年9月2日～10月15日） 



産科診療所の特別調査（まとめ）

• 産科診療所の経営は厳しいとされてきたが、2023年度の経常利益率は

前年度からさらに悪化し、赤字施設の割合は4割を超えた。物価高騰等で

医業費用が増加する都市部、人口減少が激しい地方部の両方で経営の

悪化傾向が顕著に見られた。

• 医療スタッフの維持・確保も困難な中、このままでは分娩を止めざるを得

ない産科診療所が、増加する。その場合、ローリスク分娩を地域の病院が

担うことになり、医師等の働き方改革と相俟って、産科のない病院や地域

が増加することが危惧される。

• 都道府県によっては産科診療所が7割の分娩を担っており、分娩施設の

減少は、国の少子化対策と逆行することは言うまでもない。地域の妊婦に

とって最適な周産期医療体制の中で、妊産婦のかかりつけ医として安心・

安全な分娩を継続できるよう、国からの全面的な支援が必要であります。

日本産婦人科医会・日本医師会総合政策研究機構により調査（調査時期：2024年9月2日～10月15日） 21



事業継続見込に関する調査（１）

地域における産科診療施設の事業継続見込に関する調査2024 （調査時期：2024年5月10日～6月10日） 

今後の分娩取扱の継続見込（全国） 分娩取扱を中止する時期

有効回答数 763 有効回答数 84

可能な限り継続 540 71.1% 可能な限り早く 4

一定期間後に中止 53 7.0% 約1～2年以内 18

状況による 140 18.4% 約3～５ 年以内 13

検討していない 24 3.2% 約5～10 年以内 10

その他 6 0.8% 約10年後 3

未定 30
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20%

40%

60%

80%

100%
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一定期間後に中止

状況による

検討していない
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事業継続見込に関する調査（２）

地域における産科診療施設の事業継続見込に関する調査2024 （調査時期：2024年5月10日～6月10日） 

現在の少子化ペースであれば
2－3年で到達

分娩数がどれくらい減少すれば破綻するか（対令和5年）
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事業継続見込に関する調査（３）

地域における産科診療施設の事業継続見込に関する調査2024 （調査時期：2024年5月10日～6月10日） 

図：産科診療所が保険化で「分娩中止」・「内容によっては中止」した場合、
域内で中止する可能性のある回答施設の割合 ‐二次医療圏別

• もともと産科診療所がない84医療圏と、回答した産科診療所全てが分
娩を中止する可能性がある医療圏（86医療圏）を合わせると170医療
圏となる。

• 病院は解析対象外、診療所（回答施設）のみの結果
• 医療圏において全ての分娩ができなくなるのではなく、かなり厳しい状況

になる。

全回答施設が中止の可能性 n=86

7割以上の回答施設が中止の可能性 n=24

7割未満の回答施設が中止の可能性 n=99

 産科診療所はあるが、調査への回答なし n=42

産科診療所が無い（R5.医療施設調査） n=84
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事業継続見込に関する調査（まとめ）

⚫ 地域の分娩取扱施設は分娩数の減少、コスト上昇、医師高齢化によりすで

に限界

⚫ 分娩をやめる施設が数年以内に急増する懸念が大

⚫ 正常分娩の費用が保険適用となった場合、「分娩取り扱いを止める」または

「制度内容により中止を考える」と回答した産科診療所は590施設中、401

施設であった。

⚫ 仮にそれらの施設が分娩を中止した場合、域内で回答した全産科診療所が

分娩中止となる二次医療圏は335医療圏中86医療圏にのぼる。既に産科

診療所がない84医療圏産科診療所がない84医療圏、160医療圏に産科

診療所がない。

地域における産科診療施設の事業継続見込に関する調査2024 （調査時期：2024年5月10日～6月10日） 
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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今後、検討（解決）すべき課題（１） 

未婚化・晩婚化の進展、長きにわたる経済不安等もあり、出生

数は年々減少し続け、今後も減少傾向が続くことが予想される

中、妊産婦のニーズは多様化し、分娩施設が存続していくため

には様々なニーズに対応しつつ、安全な医療提供を継続して

いく必要がある。

将来的にも安心・安全な産科医療を安定的に継続できることが大前提

そのうえで、妊産婦の経済的負担の軽減も実現できる検討が必要
27



今後、検討（解決）すべき課題（２） 

しかし、多くのスタッフを抱える産科有床診療所においては、社

会的な賃上げ傾向に対応するための人件費の上昇、人材確

保等のための委託費の上昇に加え、物価等の高騰による支出

の増加等もあり、経営状況は非常に厳しくなっている。

将来的にも安心・安全な産科医療を安定的に継続できることが大前提

そのうえで、妊産婦の経済的負担の軽減も実現できる検討が必要
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今後、検討（解決）すべき課題（３） 

こういった背景の中、妊産婦の経済的負担軽減のために、正

常分娩の保険適用も含めた議論が行われているところである。

将来的にも安心・安全な産科医療を安定的に継続できることが大前提

そのうえで、妊産婦の経済的負担の軽減も実現できる検討が必要
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今後、検討（解決）すべき課題（４） 

長年にわたり正常分娩に係る分娩費用は、療養の給付（保険

診療）の適用外として、その費用の設定は、医療機関の裁量

に委ねられてきた。保険適用化が、妊産婦の経済的負担軽減

のみに重きをおいた検討となった場合、分娩の継続を断念す

る医療機関が出てくることが考えられ、その結果、地域の分娩

提供体制が崩壊することが懸念される。

将来的にも安心・安全な産科医療を安定的に継続できることが大前提

そのうえで、妊産婦の経済的負担の軽減も実現できる検討が必要
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分娩費用の保険化に対する反対決議声明

私たちは、現行制度の下で世界トップレベルの安全性を誇る周産期医療体制を守るため、

正常分娩の保険適用に強く反対する。

その理由と改善策を以下に示す。

1. 医療機関の減収により、産科診療所等の分娩からの撤退が起こる

2. その結果、高次医療機関へ出産が集中し、医師の過重労働により、職場からの

医師の撤退と離職が増加し、周産期医療体制の崩壊が進む

3. 周産期医療の質と安全性の低下が起こる。我が国の一次医療機関、二次医療

機関、高次医療機関の機能分担と連携が崩壊し、周産期医療体制が壊れる

4. 出産育児一時金の大幅な増加や保険財源以外からの妊産婦への支援こそが、

妊産婦の要望に応える対策であると同時に、周産期医療機関の自由診療を守る

ことになり、自由で民主的な我が国の国家理念に叶う政策であり、少子化対策に

繋がると考える
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出産費用の保険化に向けた留意点

公益社団法人日本産婦人科医会

1. 安全面での課題

都市部では病院出産が多く、地方では有床診療所出産が多い。この小規模分散

型体制で世界一の周産期医療水準を達成してきたが、保険化によりその体制と

安全性に影響が出ないか。

2. 妊婦の望む出産場所の確保

出産場所選択理由の第一位は医療施設へのアクセスで、全国約半数の妊婦は

有床診療所を選択している。出産費用は、地域ごとの所得、地代、賃金などに依

存し、全国一律ではないが、保険化によりそれぞれの地域で施設が維持できる

か。特に影響の大きい産科専門施設の撤退や質の低下など妊産婦に不利益が

生じないか。

3. 妊産婦の多様なニーズに対応してきた体制の維持

妊産婦の送迎、出産前後の施設外宿泊施設確保、土日・夜間の健診、超音波検

査画像・動画の提供、自由な面会時間、個室利用、食事内容の充実、家族の宿

泊、保育施設併設など妊産婦が希望してきたサービスの維持が可能か。
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出産費用の保険化に向けた留意点

公益社団法人日本産婦人科医会

4. 正常分娩に係る他の医療行為や管理との関係における課題

DPC
高額医療制度
助産制度などの
取り扱いは？

出産費用の
保険化

（保険の範囲？）
（リスクの評価？）
（胎盤等胎児附属物

の取扱）
（入院日数？）

分娩監視装置
吸引・鉗子娩出術
会陰切開・縫合術
緊急帝王切開術
などとの関係

沐浴・授乳・保健指導
マス・スクリーニング
聴覚スクリーニング
産後管理等の取扱

医療安全の確保
新興感染症対策
緊急帝王切開準備
新生児科医確保
麻酔科医確保
などに係る経費

アメニティの充実
個室利用
（個室割合？）
Wi-Fi提供
食事内容の充実
保育施設常備
家族での宿泊など

無痛分娩

新生児管理
（オーバーベッド）

(小児科診察)

出産費用を保険化する場合、医療安全の確保や妊産婦と新生児の多様なニーズに対応するサービスが損なわれることのないよ
う、上記諸事項に特段の配慮が必要になる。

妊婦の自己負担は？
（妊産婦医療費助成制度？）

プレコンセプションケア
がん・感染症検査等
ワクチン接種
栄養・家族計画等指導

妊婦健診、助産師外来
母子感染症検査
保健指導等の取扱
後期流産・死産の取扱

２週間・１ヶ月健診
メンタルヘルスケア
産後ケア事業の取扱

妊娠前・妊娠中 出産 産後

出生前の胎児検査
（超音波・羊水検査等）
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妊娠前、妊娠中、出産、産褥、育児期を通じた
母児（胎児、新生児）管理の報酬上の建付け

• 周産期医療は同時に2つの命を取り扱う
• 出産中に限らず一定の確率で起こりうる不測の事態の対応にコストがかかる
• 行政との連携や合併症妊娠などでの他科の連携などは評価されていない
• 育児指導、栄養管理、カウンセリングやメンタルヘルスケアなど未助成や点数未設定の項目が数多くある
• 無痛分娩やアメニティなど多様なニーズに対応する必要がある
• “正常分娩”に保険適用化した場合、混合診療との切り分けが複雑化

プレコンセプション 妊娠の診断

出産

新生児新生児マススクリーニング
聴覚スクリーニング

正常分娩妊婦健診

出生前診断
胎児医療

一か月児健診産褥健診

母体

特定妊婦
行政との連携

異常妊娠

合併症妊娠

他科との連携

異常分娩

助産師外来

みまもり支援

哺育、預かり

妊娠

突発事態への待機

アメニティ

無痛分娩

室料差額

乳房ケア 育児指導 育児授乳相談

両親学級

家族計画

私費

一時金公費助成

報酬無し保険

現行制度

妊娠中絶

産後ケア
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保険化についての医会の考え

○医会は保険化には反対。

議論には積極的に参加。関係部署・議員連盟とも議論したい。専門職能団体の立

場から、周産期医療を守り、国民に利する方策を議論したい。

☆ 安全な医療供給体制

☆ 妊産婦の望む出産場所の確保

☆ 妊産婦の多様なニーズにも対応

☆ 妊娠中から産後まで必要な医療・切れ目のない支援

○医療現場の状況・声を踏まえ、保険化の問題点と課題を国（政府）に説明

○国が方策を示すべき

○国の方策を医療現場の現状を踏まえ、さらに問題点と課題を説明
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保険化についての会員の意見

直近の調査でもすべての支部で反対の声が大きい

都道府県産婦人科医会（支部）への調査

強い反対：２

• 安心安全なお産を取り扱う医療体制確保

は困難

• 役員全員反対

反対：21 （条件付き反対もある）

判定不能：３

賛成：0

未回答：21

計：47
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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識者によるさまざまな講演
日本記者クラブ（https://www.youtube.com/@jnpc/featured）

• 2022年4月13日（池本美香） こども家庭庁への期待と課題

• 2022年11月25日（山口慎太郎）全世代型社会保障（４）これからの子ども・子育て支援

「人口減少８０万人割れの衝撃」

• 2023年4月6日（佐藤博樹） 衝撃（１） 少子化対策か、子育て支援可か、何を実現したいのか？

• 2023年4月24日（筒井淳也） 衝撃（２） 日本における少子化対策の評価とあるべき方向性

• 2023年4月26日（佐々井司） 衝撃（３） 日本人の海外移住者の動向とその背景

• 2023年4月26日（権丈善一） 衝撃（４） 所得の再配分政策とは ひとつの事例としての子育て支援連帯基
金を考える

• 2023年5月12日（藤波匠） 衝撃（５） なぜ少子化は止められないのか

• 2023年6月9日（櫻井彩乃） 衝撃（６） 未来を担う若者の結婚や子どもに対するリアルな感覚

日本医療政策機構（HGPI: Health and Global Policy Institute） 

• 2024年7月17日（亀井、石渡、細野、橋本） 女性の健康プロジェクト企画専門家会議「少子化時代における
持続可能な周産期医療提供体制の確立に向けて」

日本医師会

• 2019年2月13日（河合雅司） 人口減少日本で医療に起きること

38

https://www.youtube.com/@jnpc/featured
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html
https://www.med.or.jp/doctor/policy/symposium/008186.html


坂元 晴香 (日本医療政策機構 シニアマネージャー) 

専門家会議「少子化時代における持続可能な周産期医療提供体制の確立に向けて」
日時：2024年7月17日 16：30～18：10
会場：大手町フィナンシャルシテイグランキューブ3階
話題提供：
各7分、日本産科婦人科学会（亀井）、日本産婦人科医会（石渡）

日本周産期・新生児医学会（細野）、衆議院議員（橋本）
ラウンドテーブルデイスカッション：
上記4名、日本助産師会、日本医師会（濱口）、
厚生労働省医政局、厚生労働省保険局、内閣官房こども家庭庁

参考 https://hgpi.org/research/wh-20230915.html
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本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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国がやるべきこと（１）

○周産期医療体制の確保、特に地方の分娩機関確保のために、早急な経済

支援をすること。

○少子化対策に効果をあげた諸外国の方策を検討すること。

○全世代型社会保障のなかで、子育て期の社会保障の拡充を、特に、男女と

もに自立できる収入を得て働き、男女ともに子育てやケアに関われる社会に

向かうための具体的な課題を検討すべきである。

少子化はほとんどの国で問題になっている
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国がやるべきこと（２）
○出産育児一時金のさらなる増額、それが無理であるならば、出産１名に対し

て100万円以上の育児金の配分など、提案してきた。昨年も、自民党「予

算・税制等に関する政策懇談会」では①出産育児一時金として、1分娩につ

き100万円を支給する。②出産育児に経済的ゆとりのない若い世代に対す

る税制優遇策を講じる。③分娩施設の事業税の税額控除を実行する。④開

業医の自社株の相続税を軽減し、容易に世代間交代分ができるように改正

する、を要望した。検討していただきたい。

○周産期医療は医療計画の5疾病6事業の一つであるが、高齢者の割合が増

加し医療需要の増加が見込まれているその他の疾病及び事業とは性格が

大きく異なる領域である。今こそ、国民に、周産期医療の重要性および特殊

性を認識していただくとともに、現在の危機的状況についてより深く理解して

いただくことが重要である。検討していただきたい。
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• 女性の労働力率が高い

• GDPに対する家族給付（家族関係社会支出）率が高いなど、家族政策が

充実している

• 婚外子が多いが、結婚の形態をとらなくとも、

男女はともに一緒に暮らしている。

• 国民の意識改革：家庭を楽しむ雰囲気、8時始業、16時一斉終業、残業

なし、帰宅途中の同僚との飲食皆無。夫と妻の食事分担。家庭と居住地

域での楽しみ等。

出生率が上がった国の特徴

2023年：日本は合計特殊出生率はG7中６位（フランス1.9、アメリカ1.84、イギリス1.63）、

世界的にみても227ヶ国中212位、人口を維持するには合計特殊出生率が2.06～07必要

第78回（2,014年）・100回（2016年）記者懇談会（木下勝之） 43



本日の内容

1. 少子化がもたらすこと → 人口減少
→ 労働人口の減少 → 経済の停滞 → 国力の低下

2. 少子化の現状

3. 周産期医療体制の現状と医療レベル

4. 分娩取扱い機関の経営状況と継続見込み

5. 標準的分娩の分娩費用の無償化と保険化と問題点

6. 記者クラブ[人口減少８０万人割れの衝撃]からの少子化対策

7. 国がやるべき周産期医療体制の確保と少子化対策

8. 産婦人科ができる周産期医療体制と少子化対策への協力
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包括的性教育の推進

Crisis
management

包括的性教育

子どもの権利・医療同意

Risk 
management

助けを求めに行けるようにする

関係性を学ぶ
加害者にさせない

科学的知識と
人権を学ぶ

若年妊娠を、若年出産→世代間連鎖させない 45



プレコンセプションケア 説明資料 20231003 日本産婦人科医会（文責平原史樹）一部改変

プレコンセプションケア
Biopsychosocial well being

妊娠

妊娠前の医学的管理 カウンセリング・支援
妊娠前の身体因子

健康状態 前回妊娠経過
疾病（系統疾患，婦人科，歯周病他）
服薬（妊娠と薬相談センター）がん予防
感染症（風疹麻疹，トキソ，ＳＴＤ他）
予防接種（風疹，麻疹，水痘他 夫も）
遺伝性疾患相談 先天異常

妊娠前にベストな心身環境に
栄養ダイエット 葉酸
こころ メンタルケア― DV
不妊治療ART 不育症
喫煙・飲酒
出生前診断NIPT の妊娠前からの情報提供

就労環境・社会福祉的支援
職場環境，就労支援，ハラスメント

   女性健康支援 子育て世代包括支援
   育児支援制度 産育休 保育支援
児童相談 養子縁組
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児童虐待

妊産婦の
自殺

こどもへの
影響

見えているのは
氷山の一角

様々な
背景要因

予期せぬ妊娠 妊産婦の孤立 精神疾患

産科的異常 こどもの疾患・障害

育児不安不妊治療 養育能力の低さ

若年妊産婦 シングルマザー

貧 困

DV

経済的不安

妊産婦のメンタルヘルスの問題は深刻化・複雑化している

妊産婦のメンタルヘルスケアと自殺予防のために

(20231003 日本産婦人科医会 母子保健担当 相良洋子）47



緒言

少子化対策に積極的な諸外国の好事例を分析し、出生数を増やす対

策を建てていただきたいと思います

2024年の骨太の方針が閣議決定され、「居住地によらず安全に分べ

んできる周産期医療の確保」が盛り込まれました。2024年6月から約１

年間分娩費用等の保険化についても「妊娠・出産・産後における妊産婦

等の支援策等に関する検討会」で10回議論され、3本の柱がとりまとめ」

られました。

① 費用の見える化を前提として標準的な出産費用の自己負担無償化

と安全で質の高い周産期医療提供体制の確保の両立、

② 希望に応じた出産を行うことのできる環境の整備、

③ 妊娠期、産前・産後に関する支援
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緒言（２）

日本産婦人科医会（本会）は、妊産婦さんの分娩などの負担軽減には

賛成であります。しかし、保険による対応には反対します。少子化対策を

謳うのであれば医療保険ではない、別の財源を考えれべきであります。し

かも、現在、物価高・人件費などの高騰で経営に行き詰まっている医療

機関への早急なる経済的支援をお願いしたい。

本会は、困難な課題ではありますが、産婦人科専門職能団体として少

子化対策としての体外受精も含めた不妊治、HPVワクチン接種の推奨、

子宮がん検診の充実、包括的性教育の推進、プレコンセプションケアの

推進、メンタルヘルスケアの推進、特に周産期医療体制の確保などに積

極的に協力してまいる所存であります。
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参考
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2020年5月 少子化社会対策大綱
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• 厚労科研田倉班での見える化サイトの議論（23年4－7月）、パブコメ実施（23年8－9月）
• 分娩取り扱い施設への調査実施（23年9月‐12月）
• 「見える化」に関わる試験運用のホームページのテスト、関係団体からの意見募集,個別のページ修正（24年１‐3月）
• 第177回社会保障審議会医療保険部会（令和7年夏に実質義務化）の後24年5月サイト公開

見える化（出産なび公開）実施までの経緯
2022.11.11 第157回社会保障審議会医療保険部会 見える化の方針が決定

2022.12.9 第160回社会保障審議会医療保険部会 ヒアリングに出席

2022.12.15 第161回社会保障審議会医療保険部会 見える化実施が決定

日本産婦人科医会が挙げた問題点 議論の結果

① 直接支払い制度の専用請求書の内容の抽出公表の問題点
掲載されることには対応できず
同意取得の上個別に表示

② 金額を一覧化することで起こりうる弊害について 一覧ではない表示形式、特性などの記載に変更

③ 高次医療施設から助産所までを一律に一覧表にする弊害
地域の機能分担、連携に配慮の書き込み
個別表示

調査への回答などの負担 見える化HPへの情報提供についても必須ではなく任意

施設HPとの機能連携 支援や配慮を求めているが、具体的には盛り込まれず

-2024年５月30日公開-www.mhlw.go.jp/stf/birth-navi/

妊婦が費用やサービスを踏まえて適切に出産施設を選択できる環境を整備するため、出産施設ごとの特色・
サービスの内容等に関する情報と、出産費用等に関する情報を併せて公表

24年11月までに99.9%、2075の分娩
取扱施設（助産所1か所を除く）が掲載

都市部をを中心に200万PVを超えるアク
セス（開設から3か月で174万PV）

57
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妊娠・出産・産後における妊産婦等の支援策等に関する検討会
における“見える化”の議論

第3回（令和6年8月21日、ヒアリング2回目、妊産婦の代弁者）
第5回（令和6年11月13日、出産費用の見える化等の効果検証）
第6回（令和６年12月11日）
第7回（令和７年2月5日）
第8回（令和７年3月19日、希望に応じた出産を行うための環境整備）
第9回（令和７年4月16日）
第10回（令和７年5月14日）

https://www.mhlw.go.jp/stf/shingi/other‐hoken_474087_00001.html

「出産なび」がいろいろな視点で使えるようなサイトにしていくために、項目を増やして充実してほしい。

「出産なび」等を活用して妊婦が効率的に、かつ納得度の高い選択ができるように、全国各自治
体ごとの公費補助額と施設ごとの健診にかかる費用を一覧で可視化できるようにしてほしい。

健診の費用についても、施設毎の受診費用や自治体毎の補助額、実費と補助の差額を知りたい。

妊婦健診や出産にかかる費用の見える化は不可欠であり、産後ケアを含め、支援策を分かりやすく
周知、活用しやすくすることが重要。

• 出産に伴う診療・ケアやサービスには、医師等の専門的な判断に基づき実施されるものと、妊産婦が
希望して選択するものがある。情報公開の徹底を含め、支援のあり方を検討

• 妊産婦が十分な情報に基づき、出産に関する自己決定・取捨選択ができる環境を整備（ 「出産
なび」 による見える化の推進）

検討会
議論の整理

田倉班アンケート結果（出産なびへの追加希望項目）妊婦健診と産後ケアの実施内容や平均費用、自治体の支援内容・補助内容）
出産なびユーザーの声（施設内部の写真。産前や産後の情報も掲載、サービス内容や出産費用などを比較検討できる機能を追加）
妊婦健診に係る費用負担等の実態に関する調査研究事業（追加の検査や費用のIC不足）
出産費用の価格改定等にかかる妊産婦への情報提供について（値上げ時には十分な周知期間と説明を） 58
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児童虐待・妊産婦の自殺
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社会保障審議会児童部会児童虐待等要保護事例の検証に関する専門委員会（第17次報告）より
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産褥42日以上

人工妊娠中絶後

日本産婦人科医会妊産婦死亡症例検討評価委員会「母体安全への提言」2022より

妊産婦に自殺は年間50～70件
2024 自殺対策白書 はじめて妊産婦の自殺統計が公表
「いのちを支える自殺対策推進センター」と協働で予防対策立案へ59
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